
*出力条件
*会計年度 ： R02
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 一般会計等
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 円

（単位：円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 296,920,865,467 固定負債 57,743,535,103

有形固定資産 277,299,376,886 地方債 51,849,892,103
事業用資産 68,499,730,279 長期未払金 -

土地 28,423,069,585 退職手当引当金 5,893,643,000
立木竹 3,060,160,700 損失補償等引当金 -
建物 94,328,264,745 その他 -
建物減価償却累計額 △ 61,600,100,398 流動負債 6,103,514,664
工作物 9,700,568,156 1年内償還予定地方債 5,251,006,923
工作物減価償却累計額 △ 5,601,524,431 未払金 377,400
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 521,443,289
航空機 - 預り金 330,687,052
航空機減価償却累計額 - その他 -
その他 - 63,847,049,767
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 189,291,922 固定資産等形成分 305,303,936,504

インフラ資産 207,357,572,292 余剰分（不足分） △ 61,751,230,902
土地 36,042,964,968
建物 61,395,552
建物減価償却累計額 △ 21,261,300
工作物 412,513,769,669
工作物減価償却累計額 △ 241,888,636,953
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 649,340,356

物品 7,019,836,222
物品減価償却累計額 △ 5,577,761,907

無形固定資産 833,328
ソフトウェア 833,328
その他 -

投資その他の資産 19,620,655,253
投資及び出資金 11,101,553,965

有価証券 663,006,471
出資金 10,438,547,494
その他 -

投資損失引当金 △ 221,436,000
長期延滞債権 279,904,283
長期貸付金 1,153,704,572
基金 7,333,407,378

減債基金 -
その他 7,333,407,378

その他 -
徴収不能引当金 △ 26,478,945

流動資産 10,478,889,902
現金預金 1,919,467,256
未収金 194,738,134
短期貸付金 112,414,857
基金 8,270,656,180

財政調整基金 7,106,205,930
減債基金 1,164,450,250

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 △ 18,386,525 243,552,705,602

307,399,755,369 307,399,755,369

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

貸借対照表
（令和３年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計



*出力条件
*会計年度 ： R02
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 一般会計等
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 円

（単位：円）

経常費用 59,717,002,060
業務費用 32,524,942,316

人件費 7,841,372,472
職員給与費 6,426,068,899
賞与等引当金繰入額 521,443,289
退職手当引当金繰入額 -
その他 893,860,284

物件費等 24,225,891,642
物件費 12,837,430,519
維持補修費 737,142,064
減価償却費 10,651,319,059
その他 -

その他の業務費用 457,678,202
支払利息 232,088,216
徴収不能引当金繰入額 39,510,182
その他 186,079,804

移転費用 27,192,059,744
補助金等 18,453,886,242
社会保障給付 5,413,523,108
他会計への繰出金 3,290,954,786
その他 33,695,608

経常収益 1,248,138,973
使用料及び手数料 571,585,471
その他 676,553,502

純経常行政コスト △ 58,468,863,087
臨時損失 96,699,705

災害復旧事業費 4,856,500
資産除売却損 77,853,205
投資損失引当金繰入額 13,990,000
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 177,992,355
資産売却益 171,698,355
その他 6,294,000

純行政コスト △ 58,387,570,437

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

行政コスト計算書
自　令和２年４月１日　

至　令和３年３月３１日

科目 金額



*出力条件
*会計年度 ： R02
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 一般会計等
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 円

（単位：円）

前年度末純資産残高 247,254,867,519 309,413,281,139 △ 62,158,413,620

純行政コスト（△） △ 58,387,570,437 △ 58,387,570,437

財源 54,436,885,657 54,436,885,657

税収等 32,419,932,150 32,419,932,150

国県等補助金 22,016,953,507 22,016,953,507

本年度差額 △ 3,950,684,780 △ 3,950,684,780

固定資産等の変動（内部変動） △ 4,357,867,498 4,357,867,498

有形固定資産等の増加 4,694,156,889 △ 4,694,156,889

有形固定資産等の減少 △ 10,881,707,842 10,881,707,842

貸付金・基金等の増加 3,782,059,451 △ 3,782,059,451

貸付金・基金等の減少 △ 1,952,375,996 1,952,375,996

資産評価差額 124,971 124,971

無償所管換等 248,397,892 248,397,892

その他 - - -

本年度純資産変動額 △ 3,702,161,917 △ 4,109,344,635 407,182,718

本年度末純資産残高 243,552,705,602 305,303,936,504 △ 61,751,230,902

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

純資産変動計算書
自　令和２年４月１日　

至　令和３年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）



*出力条件
*会計年度 ： R02
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 一般会計等
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 円

（単位：円）

【業務活動収支】
業務支出 49,009,084,530

業務費用支出 21,817,024,786
人件費支出 7,826,184,183
物件費等支出 13,574,572,583
支払利息支出 232,088,216
その他の支出 184,179,804

移転費用支出 27,192,059,744
補助金等支出 18,453,886,242
社会保障給付支出 5,413,523,108
他会計への繰出支出 3,290,954,786
その他の支出 33,695,608

業務収入 41,147,758,838
税収等収入 32,321,233,571
国県等補助金収入 7,822,195,000
使用料及び手数料収入 572,213,929
その他の収入 432,116,338

臨時支出 67,032,725
災害復旧事業費支出 4,856,500
その他の支出 62,176,225

臨時収入 12,316,558,507
業務活動収支 4,388,200,090
【投資活動収支】

投資活動支出 8,476,216,340
公共施設等整備費支出 4,694,156,889
基金積立金支出 2,505,322,451
投資及び出資金支出 760,237,000
貸付金支出 516,500,000
その他の支出 -

投資活動収入 4,201,164,696
国県等補助金収入 1,878,200,000
基金取崩収入 1,411,362,681
貸付金元金回収収入 524,914,857
資産売却収入 386,687,158
その他の収入 -

投資活動収支 △ 4,275,051,644
【財務活動収支】

財務活動支出 5,050,558,557
地方債償還支出 5,050,558,557
その他の支出 -

財務活動収入 5,107,000,000
地方債発行収入 5,107,000,000
その他の収入 -

財務活動収支 56,441,443
169,589,889

1,419,190,315
1,588,780,204

前年度末歳計外現金残高 322,163,576
本年度歳計外現金増減額 8,523,476
本年度末歳計外現金残高 330,687,052
本年度末現金預金残高 1,919,467,256

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
本年度末資金残高

資金収支計算書
自　令和２年４月１日　
至　令和３年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額
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注記 

 

１ 重要な会計方針 

 

（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産・・・・・・・・・・取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの・・・取得原価 

取得原価が不明なもの・・・・・・再調達原価 

※平成 27 年度までは総務省方式改訂モデル（決算統計における普通建設事業

費（取得原価）の累計額を基礎として算定）、平成 28 年度以後は統一的な基

準に基づいて評価しています。 

② 無形固定資産・・・・・・・・・・取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの・・・取得原価 

取得原価が不明なもの・・・・・・再調達原価 

 

（２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券・・・・・・償却原価法（定額法） 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの・・・・・・会計年度末における市場価格 

                （売却原価は移動平均法により算定） 

イ 市場価格のないもの・・・・・・取得原価 

③ 出資金 

ア 市場価格のあるもの・・・・・・会計年度末における市場価格 

                （売却原価は移動平均法により算定） 

イ 市場価格のないもの・・・・・・出資金額 

 

（３）有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物   14 年～50 年 

工作物   8 年～75 年 

物品    2 年～15 年 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）・・・定額法 

ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定額法

によっています。 

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以

内のリース取引及びリース契約１件あたりのリース料総額が 300 万円以下の

ファイナンス・リース取引を除きます。） 
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   ・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

（４）引当金の計上基準及び算定方法 

① 投資損失引当金 

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものに

ついて、実質価額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額

を計上しています。 

② 徴収不能引当金 

未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により徴収不能見込額を計

上しています。 

長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により徴収不能見込

額を計上しています。 

長期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により徴収不能見込額

を計上しています。 

③ 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額に、退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の

累計額から既に職員に対し退職手当として支給された額の総額を控除した額

に、組合における積立金額の運用益のうち当市へ按分される額を加算した額を

控除した額を加算して計上しています。 

④ 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費

相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上し

ています。 

 

（５）リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

ア. 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引

及びリース総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ. ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

（６）資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する

資金の受払いを含んでいます。 
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（７）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 物品の計上基準 

物品については、取得金額又は見積金額が 50 万円以上の場合に資産として計

上しています。 

② 資本的支出と修繕費の区分基準 

固定資産の修理、改良等のために支出した金額のうち、当該固定資産の価値

を高め、またはその耐久性を増すこととなると認められる部分に対応する金額

を資本的支出、通常の維持管理のため、またはき損した固定資産につきその現

状を回復するために要したと認められる部分の金額を修繕費として処理して

います。 

 

２ 偶発債務 

 

（１）係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているものは次のとおりです。 

① 令和 2 年（ワ）第 51 号損害賠償等請求訴訟事件 300 万円 

原告が盛岡地方裁判所花巻支部に訴訟を提起し、令和 2 年 9 月 30 日訴状送

達 

 

３ 追加情報 

 

（１）財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

一般会計 

② 地方自治法第 235 条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計におい

ては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計

年度末の計数としています。 

③ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、

次のとおりです。 

実質赤字比率    － 

連結実績赤字比率  － 

実質公債費比率   8.6％ 

将来負担比率    68.5％ 

④ 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額・・・12,040 千円 

内訳 農業近代化資金利子補給・・・・・・・・・・・・・・11,234 千円 

農業経営基盤強化資金利子補給・・・・・・・・・・・  806 千円 

⑤ 繰越事業に係る将来の支出予定額・・・・・・・・・・・・ 3,322,747 千円 

内訳 繰越明許費・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3,295,916 千円 

   事故繰越額・・・・・・・・・・・・・・・・・・    26,831 千円 

   

（２）貸借対照表に係る事項 
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① 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

 

ア 範囲 

売却予定とされている鑑定評価済の公共資産及び売却価格が決定している

公共資産 

イ 内訳 

事業用資産・・・・・・283,977 千円 

 うち 土地・・・・・283,977 千円 

    建物・・・・・   0 千円 

・令和 3 年 3 月 31 日時点における売却可能価額を記載しています。 

・売却可能価額は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律における評価

方法によっています。 

② 地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準

財政需要額に含まれることが見込まれる金額 60,371,417 千円 

③ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素

は、次のとおりです。 

標準財政規模・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 28,110,405 千円 

元利償還金、準元利償還金に係る基準財政需要算入額・・  4,958,877 千円 

将来負担額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 92,414,266 千円 

充当可能基金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 14,243,755 千円 

特定財源見込額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  1,929,341 千円 

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額・・・・ 60,371,417 千円 

 

（３）行政コスト計算書に係る事項 

なし 

 

（４）純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

① 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上し

ています。 

② 余剰分（不足分） 

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 
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（５）資金収支計算書に係る事項 

① 基礎的財政収支（プライマリーバランス）・・・・・・・・ 345,237 千円 

② 既存の決算情報との関連性 

 収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書 64,191,672千円 62,602,892千円 

財務書類の対象となる会計の範

囲の相違に伴う差額 

－ － 

繰越金に伴う差額 △1,419,190千円  

資金収支計算書 62,772,482千円 62,602,892千円 

 

③ 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の

内訳 

資金収支計算書 

業務活動収支             4,388,200千円 

投資活動収入の国県等補助金収入   1,878,200千円 

減価償却費            △10,651,319千円 

未収債権、未払債務等の増減       43,549千円 

短期貸付金の償還免除額        △1,900千円 

徴収不能引当金（増加額）       △6,665千円 

投資損失引当金（増加額）        △7,696千円 

賞与等引当金（増加額）        △15,188千円 

退職手当引当金（減少額）       266,113千円 

資産除売却損（除却費支出を除く）   △15,677千円 

資産売却益              171,698千円 

純資産変動計算書の本年度差額    △3,950,685千円 

 

④ 一時借入金 

資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。 

なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。 

一時借入金の限度額・・・・・4,000,000 千円 

一時借入金に係る利子額・・・     0 千円 

 


